「社会保障・社会福祉は国の責任で、社会保障財源の確保を
～新たな国民負担増を許さない社会保障の拡充求める共同行動の推進を」

　中央社保協第６２回全国総会

　安倍暴走政権の社会保障解体攻撃の下で、広範な国民との矛盾はより深まり、顕在化しています。憲法を活かし、安倍「暴走政治」を一刻も早くストップさせる国民的な共同づくりが強く求められています。

　社会保障分野では、「税と社会保障の一体改革」に基づく社会保障制度改革推進法、プログラム法に発する「自己責任」と「営利化」を基調にした大改悪攻撃が全面的に展開されている現状です。
　生活保護と年金の削減・改悪で生存権の水準が切り下げられ、国民のセーフティネットの破壊がねらわれ、医療・介護・福祉の改悪を強行、国の責任を棚上げし、社会保障の抑制・改悪を地方自治体と住民の“自己責任”で遂行させる仕組みづくりが推し進められています。

　まさに、地域に根差しいのち・くらし守る社保協運動の出番の情勢です。「社会保障解体を許さない！憲法を全面的にいかして社会保障の充実を」という世論と運動を、切実な実態告発、要求運動を基礎につくりだし、総反撃していくことが求められています。
社会保障改悪阻止、制度改善を求める共同の運動の推進は、さまざまな団体、労働組合、市民等との共同を広げていくことが最大の課題、反撃の力です。

特に、拡大する非正規労働者やワーキングプア、青年、シングルマザー、無職者は、家族をふくめて病気やけがなどの医療保障（健康保険、国保など）や年金、介護保険などの老後保障、さらには生活保護などのさまざまな社会福祉制度（セーフティネット）でカバーされなければならないのに、現実はそうならずにますます改悪される状況です。
国民の多数が自らの生活を守り、発展させるために、憲法を守り活かすたたかいと賃金や労働条件の改善も合わせた社会保障制度の拡充が運動の中心課題であることは間違いありません。
　運動の中心的課題として、「社会保障・社会福祉は国の責任で」「９条を守り、さらに２５条を活かす」ことをあらためて広範に提起していくことが重要です。地域の運動課題に押し上げていくと同時に、社保協や関係する市民団体、労働組合との共同を広げ、さらに、野党共闘、市民共闘とも連携し、国や自治体の政策に要求を反映させていくことが重要です。特に、２０１９年は一斉地方選挙と参議院選挙の年です。住民のいのちとくらしを守る自治体、国政へ変える絶好のチャンスです。
　そのために、学習と宣伝を重要視し、実態調査や大量宣伝を強める必要があります。

社保協の体制強化も合わせて実施していかなくてはなりません。
　中央社保協に結集する諸団体の総力を結集して、すべての地域から国民的な大闘争へと発展させていきましょう。
運動の重点（案）：
①さらなる国民負担増計画、まだ知られていない改悪内容についての宣伝と学習の推進

　２０１８「骨太方針」批判

地域の要求掘り起こしと実態の告発⇒自治体との懇談、要請の強化

キャラバン行動、定例宣伝行動、一万か所学習運動の推進

　②「共同」の推進

　　中央段階での労組、団体との共同強化に加え、地域からの運動を束ね、全国一斉の取り組みとして追求する。
③職場・地域で運動を推進する体制の確立
県・地域社保協の結成、再建、強化。

ならびに生活保護、年金、最低賃金等裁判闘争等に結集し、その支援組織との共同を強める。

運動の具体的展開（案）：

　①医療・介護をはじめとする社会保障解体攻撃の下で、いのちを脅かす深刻な実態を住民ア
ンケートや実態調査等で掘り起こし、地方自治体に改善を求める新たな住民運動を徹底して
つくりだすことを目指す。
　②把握した実態と要求を地域医療構想や地域包括ケアシステム策定にぶつけ、地方自治体を
住民要求に基づく社会保障制度拡充の立場にたたせ、国に対しても「社会保障・社会福祉は

国の責任」を正面に掲げ、社会保障予算の増額を求める県民運動を目指し、国民世論の構築

を進める。
　③そのために、社会保障制度拡充署名（２５条署名）の２０１８年内１００万筆早期突破を

掲げ、２０１９年の通常国会への提出を目標に、これまでを上回る大規模署名として推進す

る。同時に、諸団体との懇談と一致点に基づく共同の拡大をはかり、地方議会での請願・意
見書の採択運動をすすめる。
　④この間取り組んできた「１万か所学習運動」を徹底して取り組み、各ブロックの学習会の
追求、９月の中央社保学校の成功をかちとるなど、大学習運動を呼びかける。

学習は、改悪のねらいを暴露し、実態を基礎にした職場・地域のとりくみと制度改善のた

たかいとの結合を図るよう創意・工夫を凝らした取り組みとする。

　⑤学習とともに、大量宣伝行動も求められている。「宣伝行動ゾーン（毎月１３-１５日、２

３-２５日）」の徹底と定例宣伝行動（毎月１４日）への結集、消費税廃止各界連宣伝行動や
いのちのとりで裁判全国アクションの「２５日行動」等に結集を強める。　
⑥当面する今秋のとりくみとして、１０～１１月を「行動強化月間（１１月は介護月間予定）」
として諸行動を地域から集中し、具体化する。
１０～１１月は、医療、年金、保育、生活保護、障害等の各分野で、さまざまな全国集会・
行動が計画されている。
いのちのとりで裁判全国アクションが提起する「２５日行動」を「社会保障・社会福祉は
国の責任で」「２５条を守り、活かそう」などの統一要求を掲げた全国一斉行動日として、統
一的な取り組みを中央社保協としても提起する。
今秋の全国一斉行動の結節点として、地域からの要求・政策づくりを急ぎながら、１０月
　２５日に「憲法２５条を守り、活かそう　１０・２５中央行動」（仮）を、実行委員会に結集
し奮闘する。
◆当面する今秋の運動～呼びかけ文参照　　※全国総会議案より
１、「１０月～１１月」のいのち守る月間を「社会保障拡充集中行動月間」と
位置づけ、集中した取り組みを展開します。
２、特に、１０月２５日（木）を「憲法２５条を守り、活かそう」１０・２５
行動日（仮）とし、全国一斉の行動(宣伝行動、集会、学習会等)を呼びかけ

ます。

また、中央団体、関東圏ブロックと共同し、日比谷野音を会場に、全国集

　会および厚労省包囲アピール行動を実施します。
中央集会成功へ「憲法２５条を守り、活かそう」１０・２５行動実行委員　
　会（仮）に結集し、共同を強め、広く実行委員会参加を呼びかけます。
３、１０月２５日の行動に向けて、いのちのとりで裁判全国アクションが提起
している「２５日行動」に共同して、毎月２５日に、地域で集会、学習会、
宣伝行動等の行動を定期的に開催することを目指します。
４、１０月１１日に、「いのち守る国民集会」実行委員会による全国集会が、日
比谷野音で計画されます。中央社保協も実行委員会に結集し、成功に向け奮
闘し、参加者の拡大を目指します。
５、１０～１１月は、社会保障分野のさまざまな中央行動・集会等が予定され
ており、１０・２５行動への共同、連携を要請し、中央社保協も共同を強め

ます。
１０月１１日　憲法・いのち・社会保障まもる１０・１１国民集会

１０月１９日　年金一揆

１０月２５日　憲法２５条を守り、活かそう１０・２５中央行動

１０月３０日『骨格提言』の完全実現を求める１０．３０大フォーラム

１１月　３日　子どもたちによりよい保育を！ １１．３大集会

１１月１８日　介護全国学習交流集会

１１月２３日　地域医療を守る全国運動交流集会

１１月２３～２４日　障全協、第５１回全国集会・中央行動

１１月２５～２６日　日本高齢者大会
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